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半世紀にわたる研究生活を振り返る
～内外の学会 ・ 研究機関等における活動を中心に～
… 浪本　勝年
はじめに
　私が研究に関心を持つようになったのは、大学 2 年生のとき（196３年）、宗像誠也先生のご本を読み始めたとき
であった。それ以来今日に至るまでちょうど50年になる。この「半世紀」（196３－201３）における私の研究生活を
振り返ると、実に様々なことが脳裏をよぎる。
　いまふりかえると、大学院在籍当時から、私の場合には、主として家永教科書訴訟や学力テストについての北
海道 ・ 岩手などのいわゆる教育裁判の運動や弁護団会議に参加していたせいかもしれないが、比較的多くの原稿
執筆や講演依頼を受けることとなり、そうしたことから、それらを集成した単行本を刊行する機会に恵まれたの
である。最近は比較的若い研究者の参加を得て、大学のテキスト作成などにも力を入れてきた。それらをまとめ
て示すと、次の【表 1 】のようになる。
　そうした中で、ここでは、内外の学会 ・ 研究機関等における活動を中心に振り返ってみることにしたい。
表１ 浪本勝年の主要著作(単行本)一覧 
------------------------------------------------------------------------------------------------------- 
著 書 『教育政策と教育の自由』（1972年、成文堂） 
    『国民の教育権の生成と展開』（1976年、成文堂） 
    『現代日本の教育と法』（1979年、成文堂） 
    『子どもの人権と教科書』（1982年、北樹出版） 
    『教師と教育改革』（1985年、エイデル研究所） 
    『現代教育政策の展開と動向』（1987年、学陽書房） 
    『現代の教師と学校教育』（1991年、北樹出版） 
    『戦後教育改革の精神と現実』（1993年、北樹出版） 
 
証言録 『教育内容行政の限界』（1984年、北樹出版） 
『浪本勝年 教育裁判証言・意見書集』（2006年、北樹出版） 
 
共編著 『検定とのたたかい』（1969年、総合図書） 
    『史料 道徳教育の研究』（1982年、新版1994年、北樹出版） 
    『ﾊﾝﾃﾞｲ教育六法』（1984年～2012年、泰流社、あゆみ出版、北樹出版） 
    『初任者研修法と教免法』（1988年、あゆみ出版） 
『家永教科書裁判のすべて 3ー2年の運動とこれからー』（1998年、民衆社） 
    『世界が報じた家永教科書裁判』（1998年、エイデル研究所） 
    『現代の教育を考える』（1999年、北樹出版） 
『教育基本法を考える』（2000年、北樹出版） 
    『教育判例ガイド』（2001年、有斐閣） 
    『現代の学校経営を考える』（2002年、北樹出版） 
『今、なぜ変える教育基本法』（2003年、大月書店） 
    『教育実習を考える』（2003年、北樹出版） 
『現代の幼児教育を考える』（2003年、北樹出版） 
『資料 特別活動を考える』（2005年、北樹出版） 
『資料 生活指導を考える』（2005年、北樹出版） 
『史料 道徳教育を考える』（2006年、北樹出版） 
『「改正」教育基本法を考える－逐条解説－』（2007年、北樹出版） 
『現代日本の教育を考える』（2007年、北樹出版） 
『現代日本の教師を考える』（2008年、北樹出版） 
 『新 教育実習を考える』（2012年、北樹出版）ほか  
----------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 
 
【表 1 】浪本勝年の主要著作 ( 単行本 ) 一覧
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Ⅰ　宗像誠也先生との出会い
　今日における私の研究生活があるのは、宗像誠也先生（1908-1970）のおかげである。大学 2 年生のとき、宗像
誠也先生（当時 ・ 東京大学教育学部教授）の著書である岩波新書の『私の教育宣言』（1958年）や『教育と教育政
策』（1961年）を読んだときの感動は、未だ忘れられない。宗像誠也先生の導きで、教科書問題、家永教科書訴訟
等々に関係するようになった。そして、図らずも教育学 ・ 歴史学 ・ 法学等々の分野で活躍されている各界のトッ
プレベルの研究者との出会いに恵まれることとなった。実にしあわせなことであった。
　その宗像誠也先生が、1970年に急逝された。亡くなられた 2 日後の「宗像さんとお別れする集い」で大学院生
の代表として涙ながらに読み上げた弔辞は、次のようなものであった（【文書 1 】）。
　またその後、有斐閣から求められ、1992年にその PR 誌『書斎の窓』に先生の思い出を記したのが【文書 2 】
のようなものである。
　21世紀に入り、2008年を迎えた。この年は宗像誠也先生の生誕100年に当たる年である。規模こそ大きくはない
が、この年「宗像誠也… 生誕100年記念の集い」が開催された。私は求められて「宗像誠也先生との 7 年（196３-
1970）」と題する報告を行った。実は、そのとき初めて自覚したのであるが、私の人生に大きな影響を与えた宗像
誠也先生との出会いは、わずか 7 年のことであったのだ。当日の私の報告内容の概要は、【文書 ３ 】のとおりであ
る。
Ⅱ　国内に向けての発信
　私は大学における卒業論文「教育基本法の成立過程」（1966年 1 月提出）を書いて以来、教育基本法について50
年近く関心を持って研究を進めてきた。
　当時の私は、自分自身が海外に出かける、などということは想像もできず、従って研究的関心ももっぱら国内
向きのものになっていったのである。
　この教育基本法（1947年）は、「基本法」（2012年現在、基本法と称する法律は40存在する。）と称する戦後初め
てのものであり、内容も教育条理にそくしており、戦後直後の教育改革及びその後の日本の教育の在り方につい
て、きわめて大きな役割を果たしてきた重要なものである。
　教育基本法（1947年）は、21世紀にこそ従前にも増して生かされるべきだと考え、戦後日本の教育界をリード
してきた中心人物とともに、「21世紀に教育基本法を生かす会」を2002年 ３ 月３1日に結成し、私は幅広い人々を組
織し、その「改正」を阻止する運動に加わったのである（【文書 4 、 5 、 6 】）。
　しかし、極めて残念なことながら、21世紀に入って進められた教育基本法の条文「改正」の動向が、第一次安
倍晋三内閣（2006.9.26－2007.9.26）の強引な国会運営のもとで、同名の「教育基本法」（2006年）に「全部改正」
されてしまった。
1 　教科書訴訟
　そうした中で、この教育基本法を争点の中心の一つに据えた教科書検定違憲訴訟が提起された。歴史学者 ・ 家
永三郎（当時 ・ 東京教育大学教授）が自著の高等学校用教科書『新日本史』（三省堂）に対する文部省（当時）の
教科書検定を違憲 ・ 違法として訴えたものである。
　この訴訟に共鳴し、学生の一人として傍聴活動、支援活動を続けるうちに多くの有能な方々と知り合いになっ
た。法廷内での闘いとの関連では、法学者、歴史学者、教育学者、弁護士等々と、また法廷外では学生 ・ 市民は
もちろん教職員組合に結集する先生方、教科書会社で働く出版労働者等々である。
　こうした人々と接する中で、学問研究についてだけではなく、幅広く人生について多くの事柄について学ぶこ
とができた。
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【文書 1 】
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【文書 2 】
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【文書３】 宗像誠也先生生誕 100 年記念の集い 発表レジュメ 
----------------------------------------------------------------------------------- 
宗像誠也 生誕１００年記念の集い 
宗像誠也先生（1908.4.9 – 1970.6.22）との７年（1963-1970） 
於：自由学園明日館・小教室      
                         2008.3.30  浪本 勝年（立正大学） 
はじめに―たったの７年間だったとは 
 
Ⅰ 宗像誠也先生との出会い―1963 年  
 １ 著作での出会い―1963 年(先生 55 歳、小生 20 歳) 
    『私の教育宣言』（1958 年、岩波新書） 
『教育と教育政策』（1961 年、岩波新書） 
『日本の教育―“教育裁判”をめぐる証言―』（1962 年、岩波新書） 
     『教育行政学序説』（1954 年、有斐閣） 
2 現実の出会い―1963 年 (先生 55 歳、小生 21 歳) 
   1963 年秋 駒場の教室：教育行政演習 
        ハンチング、Superintendent of Schools 
         →アメリカ教育使節団報告書、教科書問題 
   
Ⅱ 宗像誠也先生を慕って―1963 年～1970 年 
１ アメリカ教育使節団報告書：複製作成 
 ２ 教科書問題→全国教育系学生ゼミナールにおける発表（1964.12.21-24） 
   →『教育の再建―教育学者の証言―』（1966 年、朝日新聞社）の販売 
 ３ 講演依頼：教科書問題 
 ４ 家永教科書訴訟の支援運動・訴訟対策会議（弁護団会議） 
    →「われらのグループ 教科書検定違憲訴訟弁護団」 
（『時代』1971 年 8 月号）【別紙参照】 
 
Ⅲ 宗像誠也先生とのお別れ―1970 年 (先生 62 歳、小生 27 歳) 
 １ お見舞い：「輸血連作」（『東京大学新聞』） 
 ２ 「後学の魂に生きつづける」(弔辞 1970.6.24) 
（『季刊国民教育』第６号、1970 年 8 月）【別紙参照】 
 ３ “杉本判決”（1970.7.17）、日本教育法学会の創立総会（1970.8.27） 
 
Ⅳ 宗像誠也先生の思い出 
「人との出会い 宗像誠也先生の思い出」 
（『書斎の窓』1992 年 5 月号、第 414 号、有斐閣）【別紙参照】 
 
Ⅴ 宗像誠也先生の教育界への影響 
以上 
----------------------------------------------------------------------------------- 
 
【文書 3 】宗像誠也先生生誕100年記念の集い　発表レジュメ
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【文書７】教育基本法の「改正」問題に関する教育関係者の声明 
 
 戦後日本の教育の基本的在り方を宣言している教育基本法が、いま「改正」の危機に直
面しています。小渕恵三・元首相、森喜朗・前首相は、その政権の浮揚策として教育改革
を掲げ、そのなかで教育基本法の「改正」にたびたび言及してきました｡そればかりか､首
相の私的諮問機関として設置された教育改革国民会議は、内部に異論があったにもかかわ
らず、その「報告」（2000年12月22日）において、「政府においても本報告の趣旨を十分
に尊重して、教育基本法の見直しに取り組むことが必要である。」と、政府に対し教育基本
法の「改正」をせまりました｡ 
この教育改革国民会議の「報告」を受けて、小泉純一郎内閣は､中央教育審議会に教育
基本法の「改正」について諮問するとし、遠山敦子文部科学大臣は、11 月 26 日、同審議
会に「教育振興基本計画の策定」とともに「新しい時代にふさわしい教育基本法の在り方
について」諮問を行いました。その諮問理由をみると、新たな教育基本法をつくることを
意図しているとしか考えられません。 
 このように教育基本法は、いま1947年の制定以来、最大の危機に直面しています｡私た
ちは､長年、教育基本法の精神を貴重なものとし、日本の教育の在り方について考え､積極
的に発言してきた者として､こうした事態を看過することはできません。 
 いうまでもなく教育基本法は、戦前日本の軍国主義的・超国家主義的な教育のかなめで
あった教育勅語を否定し､戦後の日本国憲法の精神に立ち、その理念を普及する教育の根本
理念を示した文字通りの基本法です。また子どもの権利条約の精神とも一致するものです。 
 教育基本法は日本国憲法と一体をなすものですが､国会に強引に設置された憲法調査会
を小泉内閣は積極的に活動させて、日本国憲法「改正」の準備を着々と進めています。こ
うした動向の一環として、まず、日本国憲法の精神に基づく教育基本法の「改正」をめざ
している、とみざるをえません。 
今日の日本の教育が、きわめて激しい受験競争の様相を呈しているだけでなく、いじ
め・不登校・体罰等々、ただちにその解決に向けて取り組むべき課題を多く抱えているこ
とは、心の痛む事実です。また教師たちが超多忙の中で、子どもたちと心を交流させるゆ
とりさえ奪われていることも、大きな問題です。このような教育現実は､その根本をたどれ
ば､現代社会における人間性の崩壊や歴代保守政権による貧困な社会政策・教育政策にその
要因を求めることができます。 
今日の教育問題の多くは､長期にわたり教育基本法の理念を真摯に実現しようとしてこ
なかった教育政策にこそ責任があり､教育基本法を「改正」すれば、今日の教育問題が解決
する、ということではありません。 
むしろ、今日の教育問題を積極的に解決していくため、いまこそ人間の尊厳と平和の実
現をめざす教育基本法の理念を、積極的に生かしていかなければなりません。 
わたしたちは、教育外的な思惑から教育基本法を「改正」しようとしている今日の政治
的状況を憂慮し､教育基本法の理念を積極的に生かしていくことこそが、21 世紀の日本の
教育に求められていることを、ここにひろく皆さんに訴えるものです。 
 
2001年12月6日    呼びかけ人（50音順） 
 大田  堯（東京大学名誉教授）       館 博通（元日本高等学校教職員組合委員長） 
暉峻 淑子（埼玉大学名誉教授）       永井 憲一（法政大学教授） 
中小路清雄 (元日本教職員組合書記長)  浪本 勝年（立正大学教授） 
槙枝 元文（元日本教職員組合委員長）  山住 正己（前東京都立大学総長） 
【文書 4 】教育基本法の「改正」問題に関する教育関係者の声明
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【文書５】「２１世紀に教育基本法を生かす会」の創立に向けての呼びかけ 
 
 戦後日本の教育の基本的在り方を宣言している教育基本法が、いま「改正」の危機に直
面しています。小渕恵三・元首相、森喜朗・前首相は、その政権の浮揚策として教育改革
を掲げ、そのなかで教育基本法の「改正」にたびたび言及してきました｡そればかりか､首
相の私的諮問機関として設置された教育改革国民会議は、内部に異論があったにもかかわ
らず、その「報告」（2000年12月22日）において、「政府においても本報告の趣旨を十分
に尊重して、教育基本法の見直しに取り組むことが必要である。」と、政府に対し教育基本
法の「改正」をせまりました｡ 
この教育改革国民会議の「報告」を受けて、小泉純一郎内閣は､中央教育審議会に教育
基本法の「改正」について諮問するとし、遠山敦子文部科学大臣は、2001 年 11月 26日、
同審議会に「教育振興基本計画の策定」とともに「新しい時代にふさわしい教育基本法の
在り方について」諮問を行いました。その諮問理由をみると、新たな教育基本法をつくる
ことを意図しているとしか考えられません。その中央教育審議会は、本年末までには、教
育基本法「改正」案を答申することとなっています。 
 このように教育基本法は、いま1947年の制定以来、最大の危機に直面しています｡私た
ちは､長年、教育基本法の精神を貴重なものとし、日本の教育の在り方について考え､積極
的に発言してきた者として､こうした事態を看過することはできません。 
私たちは、「教育基本法の『改正』問題に関する教育関係者の声明」（2001年12月6日）
を発表しました。この「声明」は、短期間のうちに279人（2002年2月22日現在）の賛
同を得ました。 
 しかし、政府は、中央教育審議会の答申を受けて、来年の通常国会に教育基本法「改正」
法案の提出を予定しています。このような今日の教育基本法をめぐる危機的状況を、私た
ちは座視するわけにはいきません。    
そこで、私たちは、すべての人々に向かって「教育基本法の精神を 21 世紀に生かすこ
とを目的」とする「21世紀に教育基本法を生かす会」の創設を呼びかける次第です。 
具体的には、教育基本法５５周年にあたる３月31日、次のような要領により「21世紀
に教育基本法を生かす会」を立ち上げ、文字どおり教育基本法を 21 世紀に生かすことを
目的とする研究と運動を展開していきたい、と考えています。 
みなさまの積極的なご出席及びご参加を期待いたしております。 
 
２１世紀に教育基本法を生かす会 創立集会 
日 時：2002年３月３１日（日）「教育基本法５５周年の日」午後2時開会 
会 場：日本教育会館８階第３会議室（101-0003東京都千代田区一ツ橋2-6-2） 
神保町駅（地下鉄都営新宿線・三田線、地下鉄営団半蔵門線） 
竹橋駅または九段下駅（地下鉄営団東西線）から、それぞれ徒歩約３～７分 
（日本教育会館へのアクセスについては、http:.//www.jec.or.jp/をご参照ください。） 
 
2002年3月10日    呼びかけ人（50音順） 
大田   堯（東京大学名誉教授）         館  博通（元日本高等学校教職員組合委員長） 
暉峻 淑子（埼玉大学名誉教授）         永井 憲一（法政大学教授） 
中小路清雄 (元日本教職員組合書記長)   浪本 勝年（立正大学教授） 
槙枝 元文（元日本教職員組合委員長）  山住 正己（前東京都立大学総長） 
【文書 ５ 】「21世紀に教育基本法を生かす会」の創立に向けての呼びかけ
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【文書６】２１世紀に教育基本法を生かす会会則 
              （2002年3月31日決定） 
（名称） 
第１条 本会は、21世紀に教育基本法を生かす会（以下、本会という。）と称する。 
（目的） 
第２条 本会は、教育基本法を21世紀に生かすことを目的とする。 
（活動） 
第３条 本会は、前条の目的を達成するために､次の活動を行なう。 
一 教育基本法に関する情報の収集、分析、提供等 
二 教育基本法に関する講演会及び研究会等の開催 
三 教育基本法に関する調査・研究結果の公表 
四 教育基本法に関する提言の公表 
五 その他、前条の目的を達成するために必要な活動 
（会員） 
第４条 本会は､本会の目的に賛同する会員をもって構成する。 
 ２ 会員は年額2,000円の会費を納めるものとする。 
（役員） 
第５条  本会に次の役員を置く。 
  一 代表 若干名 
  二 幹事 若干名 
 ２ 代表は、本会を代表する。 
 ３ 幹事は、本会の運営に当る。 
（経費） 
第６条 本会の経費は、会費及びカンパ等をもってまかなう。 
（運営規則） 
第７条 本会は､本会の円滑な運営を図るため、必要に応じて規則を制定することができる。 
（事務局の所在） 
第８条 本会の事務局は、当分の間、立正大学心理学部浪本研究室に置く。 
 
附則 
この会則は､2002年3月31日より施行する。 
 
《事務局》141-8602 東京都品川区大崎4-2-16 立正大学心理学部浪本研究室 
               Tel/Fax: (03) 5487-3310 (直通) E-mail Address: namimoto@ris.ac.jp 
《郵便振替の加入者名及び口座番号》 
     ２１世紀に教育基本法を生かす会 00190-2-122780 
【文書 6 】21世紀に教育基本法を生かす会会則
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　198３年には、弁護団から「教科書検定と学習指導要領」についての証言を求められ、東京高裁において 2 日（主
尋問と反対尋問）に分けての長時間にわたる裁判所における初めての証言を行った（その内容については、浪本
勝年『教育内容行政の限界』1984年、北樹出版、参照）。
　これをきっかけとして教育裁判における意見書の提出や証言を求められる機会がたびたび私のもとにやってく
ることとなった。それらをまとめて出版したのが浪本勝年『教育裁判証言 ・ 意見書集』（2006年、北樹出版）であ
る。
　その他の思い出深いことについて触れるならば、教科書訴訟弁護団会議への出席（「われらのグループ　教科書
検定違憲訴訟弁護団」雑誌『時代』1971年 8 月号グラビア写真、参照）、開廷中に法廷で眠ってしまった裁判長
（「教科書裁判控訴審で、つい眠ってしまった豊水裁判長」『週刊朝日』1972年 2 月25日号、参照）、第三次訴訟の
東京地裁 ・ 加藤判決直後の午前中に執筆した新聞への寄稿（浪本勝年「判決を聞いて　不十分な自浄能力　アジ
アに印象付け」『読売新聞』1989年10月 ３ 日夕刊）などがあげられる。
　こうした３2年に及ぶ教科書訴訟を振り返って一筆したのが小論「わが人生の教師―教科書訴訟」（日本民主法律
家協会『法と民主主義』200３年 5 月号、第３78号）である。
2 　教育関連学会の創設 ・ 運営及びその後の研究活動
1 ）日本教育学会
　私が「学会」と称する団体に初めて入会し発表したのは、宗像誠也先生のご指導のもと1967年のことであった。
大変緊張して発表したのを、現在でも心地よい思い出の一つとしているのである。
　それ以来、会員ならば誰でも申し込んで発表できる「自由研究発表」の場を活用し、先輩諸氏のご指導のもと
毎年発表することを通して、自己に一定の負担を強いる形で研究に当たってきた。この学会における一連の初期
における発表を紹介すれば、次の【表 2 】のようになる。
表 2 　日本教育学会における研究発表一覧（1967年～1979年）
番号 発表年月日 総会回数 学会開催場所 研　究　発　表　題　目
1 1967年 8 月29日 26 立教大学
*……ILO・ ユネスコ『教師の地位に関する勧告』と日本
の教育行政
2 1968年10月 1 日 27 南山大学
*…大正期における教育行政の研究―教育行政（制度）に
内在する教育統制機能 ・ 機構の分析を中心として―
３ 1969年 9 月 1 日 28 青山学院女子短期大学 * 戦後教育行政論の検討（ 1 ）
4 1970年 8 月28日 29 東京大学 * 戦後教育行政論の検討（その 2 ）
5 1971年 9 月 4 日 ３0 東北大学 * 戦後教育行政論の検討（ ３ ）
6 1972年 9 月 2 日 ３1 京都大学 * 地方教育行政法の研究（ 1 ）
7 197３年 8 月29日 ３2 千葉大学 * 地方教育行政法の研究（ 2 ）
8 1974年 9 月 1 日 ３３ 広島大学 * 地方教育行政法の研究（ ３ ）
9 1974年 9 月 2 日 ３３ 広島大学 * 学校運営内規と職員会議
10 1975年 9 月 5 日 ３4 中央大学 明治期における教科書行政機構の研究
11 1976年 9 月 ３ 日 ３5 早稲田大学 教育課程法制と教育裁判
12 1977年 9 月 ３ 日 ３6 日本福祉大学 * 総合的子どもの権利論の必要性と課題
1３ 1978年 8 月３0日 ３7 東京学芸大学 *国連児童権利宣言の研究―国際児童年に向けて（ 1 ）
14 1979年 8 月27日 ３8 九州大学
*…国連児童権利宣言の研究（ 2 ）―国際児童年を迎え
て―
（注）* 印は、共同研究発表
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2 ）日本教育法学会
　　教師に対する勤務評定をめぐる裁判等一連の教育裁判が進行する1960年代を通して、教育に係る法やその解
釈をめぐり研究が次第に深まってきた。それらを一層推進する形で展開してきたのが家永教科書訴訟であった。
　こうした教育と法の関わり方についての関心が高まるなか、それを本格的に推進しようとする学会創設の動き
が1960年代末に登場してきた。諸先輩に導かれ、当時大学院生であった私はそうした流れの中に身を投じること
となった。かくして1970年に誕生したのが日本教育法学会（初代会長＝有倉遼吉 ・ 早稲田大学教授）である。
　創設以来、私は28年間、この学会の事務局の一員として学会発展のために努力してきた。特に1978年以来今日
に至るまで理事（199３-1995は事務局長）として学会運営の責任の一端を担ってきたのである。
　教育系の学会と異なり、法律系の学会の場合、発表は理事会の指名のもとに行われることが通常のようである。
この学会における私の発表は、次の【表 ３ 】のようなものであった。
表 3 　日本教育法学会における研究発表一覧（1972年～2012年）
番号 発表年月日 総会回数 学会開催場所 研　究　発　表　題　目
1 1972年 4 月 2 日 2 立正大学 学テ ・ 教科書裁判の過程的分析
2 1977年 4 月 2 日 7 法政大学 戦後学校教育法制の展開と課題
３ 1982年 ３ 月28日 12 東京学芸大学 現行教科書制度と改革の方向
4 1990年 4 月３0日 20 中央大学 教育課程をめぐる問題と課題
5 1997年 5 月３1日 27 明治大学 教育基本法50年―その当面する課題
6 2012年 5 月17日 42 埼玉大学 教科書採択の歴史的変遷と地方自治
（注） 1 ～ 4 は個人発表、 5 は総会報告、 6 はシンポジウムにおける報告。
　そのほか日本教師教育学会（1991年創立）や日本教育政策学会（199３年創立）にも積極的に参加した。日本教
師教育学会では創立以来理事（1991-2007）を務めてきたし、事務局長（1997-2000）も任された。
　また、日本教育政策学会では、理事（1999年～）をつとめるとともに会長（200３-2009）にも選出され 2 期にわ
たり務めることとなったのである。
　ここでは、これらについて、これ以上触れる余裕はないので、詳細については、他日を期したい。
Ⅲ　海外に向けての発信
　私の研究が海外に目を向け始めたのは、1982年に教科書検定をめぐるいわゆる「侵略＝進出」問題が外交問題
化したころからである。
　私が初めて本格的な学会に参加したのは、1992年 9 月11日にイギリスのヨーク大学において開催された英 ・ 比
較国際教育学会（BCIES:…British…Comparative…and…International…Education…Society）である。何もわからず手探
りで参加した学会であったが、開会早々の会長演説（Prof.…lan…Lister,…University…of…York）の中で、遠く日本か
らの参加者もいる、として一緒に参加した学友 ・ 三上昭彦君（明治大学教授）とともに私の名前まで紹介され、
その外交上手に感心したものであった。
　その後、毎年のように英国の学会に参加してきたが、その中に日本人の教育研究者が何人もいた。しかし、発
表する人はほとんどいない。
　イギリスの研究者から、「日本人は学会に出席するだけでなく積極的に発表してほしい。」とのメッセージが伝
えられてきた。そこで、私は、日本のことならば発表できると考え、自らを鼓舞して発表に努めてきたのである。
　それらを一覧表にしたのが次の【表 4 】である。
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表 4 　私の海外の学会 ・ 研究機関等における発表 ・ 報告等一覧（1992－2012）
発表の
年月日 発表のタイトル 発表の会場 ・ 場所等
発表の書物 ・ 紀要等
の名称 ・ 発行所等 備考
【英国（グレートブリテン及び北アイルランド連合王国）】
IIEL：Institute of International Education in London（英国国際教育研究所）
1995.7.7
ケンブリッジ大学試験委員会 UCLES 認
定日本語教師養成講座：教育学からみえ
るもの
IIEL
1996.9.1
①…日英教育改革の比較―カリキュラム改
革を中心に―
②…パネルディスカッション　
　「今後の日英の教育、文化交流に望む」
IIEL
2000.11.27 教育基本法を考える―その本質と意義― IIEL
2002.9.29
第1３回国際教育講演会
日本における「国際化」の現状を考える
―教育と国旗 ・ 国歌に関する問題を中心
に―
日本教育会館
2009.12.３ オープンカレッジ ・ 教育と教養セミナー日本の政権交代で教育がどう変わるか
Rudolf…Steiner…House,…
London
INDEX on Censorship
1997.9.15
Latest…Censorship…News
Interview:…Turmoil…at…the…gate…of…
history…by…Nicky…Winstanley-Torode
INDEX…online
QCA：Qualification and Curriculum Authority International Seminar
1999.6.11
QCA…International…Seminar
The…Current…issues…relating…to…student…
assessment…and…examination…at…Lower…
Secondary…Schools…in…Japan
Linton…Lodge…Hotel…in…
Oxford,…UK 未公刊
BAICE：British Association for International and Comparative Education（イギリス国際比較教育学会、1997年 9 月創立）
2004.9.5
On…the…historical…significance…and…the…
current…problems…on…the…Fundamental…
Law…of…Education（1947）in…Japan
University…of…Sussex,…
UK
『立正大学心理学部研
究紀要』第 ３ 号、
2005年 ３ 月３1日
HES：History of Education Society UK（1967年創立）
2005.12.３
History…of…School…Curriculum…after…the…
Second…World…War…and…the…current…
problems…in…Japan
（戦後日本の教育課程をめぐる歴史と今
日的問題点）
University…of…Birming-
ham…Conference…Park,…
UK
『立正大学大学院心理
学研究科研究紀要』
創刊号、2006年 ３ 月
15日
2006.11.5
2006:…the…year…of…the…Biggest…Crisis…of…
Japanese…Education…since…the…Second…
World…War（戦後日本の教育における最
大の危機―教育基本法の改正問題―）
Royal…National…Hotel,…
London
『立正大学心理学部研
究紀要』第 5 号、
2007年 ３ 月３1日
2007.12.9
A…winding…way…of…Education…in…Japan…
since…2006…Fundamental…Law…of…Educa-
tion
（「改正」教育基本法後の迷走する日本の
教育―改正教育三法（2007）をめぐる問
題を中心にー）
Conference…Park,…The…
University…of…Birming-
ham,…UK
『立正大学心理学部研
究紀要』第 6 号、
2008年 ３ 月３1日
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発表の
年月日 発表のタイトル 発表の会場 ・ 場所等
発表の書物 ・ 紀要等
の名称 ・ 発行所等 備考
2010.11.27
Citizenship…and…Religion…in…Japanese…
Education（1872-2010）-from…the…educa-
tional,…historical…and…political…perspec-
tive-（日本の学校教育における市民性教
育及び宗教教育の歴史的変遷の概要）
Garden…Halls,…London,…
UK
『立正大学心理学研究
年報』第 2 号、2011
年
2012.12.1
The…History…of…Ad…Hoc…Councils…on…
Japanese…Education,…De…Fact…Shadow…
Reformers…of…Japanese…Education（1872-
2012）～ From…the…Educational,…Histori-
cal…and…Political…Perspective ～
At…the…Winchester…
Hotel,…Winchester,…
Hampshire,…UK
『立正大学心理学研究
年報』第 4 号、201３
年
OX Con：Oxford Conference
2005.9.14
The… 8 th…UKFIET…Oxford…International…
Conference
Shaking…school…curriculum…in…Japan
---From…the…point…of…view…on…human…
rights,…especially…the…right…of…the…child---
University…of…Oxford…
Examination…Schools,…
UK
【アイルランド共和国】
HES：History of Education Society UK（1967年創立）
2004.11
The…Fundamental…Law…of…Education
（1947）in…Japan…at…Risk…-the…historical…
significance…of…the…Law…and…the…current…
problems…over…the…Law-
HES（UK）,…Holiday…Inn…
Dublin…City…Centre
【スペイン王国】
　ISCHE：International Standing Conference for History of Education
　　　　（ ISCHE was established in 1978. Its purpose is to promote research, publications and con-
ferences in the field of History of Education at an international level．）
2000.9.7
The…22nd　ISCHE…Conference
３2…years’…legal…battle…and…textbook…
authorisation…in…Japan…-from…the…educa-
tional,…historical…and…political…perspec-
tive-
University…of…Alacala,…
Alcala…de…Heneres,…Spain
【韓国（大韓民国）】
第 4 回日韓合同歴史教科書研究会
1992.10.11 日本の教科書制度をめぐる諸問題
ソウル ・ プレス ・ セン
ター，
Seoul,…Korea
ハングル語訳：
韓国国際教育教科書
研究所 ・ 朝鮮日報社
『歴史教育の今日的課
題』92年10月
Institute of Korean Independence Movement Studies International Seminar
2001.6.15
教科書の検定と採択をめぐって
―いま、なにが問題となっているのかー
The…Problem…of…the…Current…Textbook…
System…in…Japan:…What…Problem…Does…
Japan…Have…in…Official…Approval…and…
Making…Choices ？
Seoul,…Korea
Journal…of…Korean…
Independence…
Movement…Studies…
Vol.…16,…Aug.2001
韓国独立記念館研究
所『韓国独立運動史
研究』第16集、p.111-
129
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発表の
年月日 発表のタイトル 発表の会場 ・ 場所等
発表の書物 ・ 紀要等
の名称 ・ 発行所等 備考
【中国（中華人民共和国）】
第 4 回日中教師教育研究国際シンポ
1997.8.17
The…problems…on…First…Report…of…the…
Educational…Personnel…Training…Council
（1997）in…Japan
北京師範大学
2005.5.10 日學者嘆　官方無心化解課本争議（インタビュー記事） 香港明報
香港明報　A27…国際
専頁
【オーストラリア連邦】
HES History of Education Society UK（1967年創立）
2008.12.10
A…drastic…change…in…the…system…of…
teachers’…licenses…in…Japan…（日本におけ
る教員免許状制度の大転換―教員免許状
更新制度をめぐる問題を中心にー）
The…University…of…
Sydney,…Australia…
（Second…joint…meeting…of…
the…Australian…and…New…
Zealand…History…of…
Education…Society（HES）…
and…HES（UK）…2008）
『立正大学心理学研究
年報』創刊号、2010
年
　振り返ってみると、イギリスのほか、アイルランド、スペイン、韓国、中国及びオーストラリアなどで様々な
教育問題について発表してきたことが思い出されるのである。
　とりわけ印象深かったのが、1999年 6 月に英 ・Oxford で開催された QCA 主催の国際セミナーである。1３か国
から教育の専門家が集まって各国の中等教育の問題点について議論した。私は、日本から出席した唯一の人物で
あり、日本を「代表」（？）してスピーチを行ったのであるが、参加者の中で英語の力量が一番劣るのが私自身で
あった。10件ほどの質問を受けたが、 1 件については、どうしても質問内容を理解することができなかった。当
日の私の発表内容の概要は、次のようなものであった（【文書 7 、 8 】）。
【文書 7 】
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【文書 8 】
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